
川崎市の認知症施策について

川崎市健康福祉局地域包括ケア推進室

薬剤師認知症対応力向上研修

令和３年２月１３日

本市の高齢者の現状

市の人口の約５人に１人が高齢者

市の高齢者の約５人に１人がひとり暮らし

市の高齢者の約６人に１人が認知症（推計）

（認知症高齢者5.8万人／高齢者32.2万人）

（要介護・要支援認定者5.9万人／高齢者32.2万人）

（ひとり暮らし高齢者5.8万人／高齢者30.2万人）

市の高齢者の約５人に１人が要介護等認定者

（高齢者32.2万人／人口153.7万人）

※この表は、本市の全体的な高齢者の現状をイメージしていただくためのものであり、表中の数値は概算です。
※「要介護・要支援認定者」の数は令和２年10月1日時点で、第1号被保険者（65歳以上）の方をいいます。
※「ひとり暮らし高齢者」の数は、平成27年の国勢調査の結果です。
※「認知症」の方の数は、平成27年の認知症有病率に基づく推計であり、軽度認知障害（MCI）は含まれません。
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本市の高齢者人口の推移

※平成30～令和元年度の人口は、「川崎市年齢別人口」による数字、令和２年度以降の人口は、本市総務企画局が平
成29年５月に公表した「川崎市総合計画第２期実施計画の策定に向けた将来人口推計について」をもとに推計を行っ
ています。
※全国の高齢化率は、平成30、令和元年度は「人口推計」（総務省）の確定値、令和２年度以降は、「日本の将来推
計人口（平成29年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）から引用しています。
※65～74歳を前期高齢者、75歳以上を後期高齢者といいます。
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行政区別にみた高齢化の状況

麻生区
42,493人
（23.6％）

多摩区
43,298人
（19.7％）

宮前区
51,059人
（22.0％）

高津区
43,754人
（18.8％）

中原区
39,991人
（15.3％）

幸区
38,612人
（22.7％）

川崎区
51,599人

（22.1％）

麻生区
61,944人
（34.5％）

多摩区
61,714人
（30.6％）

宮前区
76,304人
（32.4％）

高津区
70,500人
（29.1％）

中原区
72,598人
（24.5％）

川崎区
64,197人
（27.1％）

幸区
50,461人
（28.7％）

※地図上の数値について

上段：高齢者人口
下段：高齢化率

【高齢化率】

30.0％以上～35.0％未満 ０区 ３区

27.0％以上～30.0％未満 ０区 ３区

23.0％以上～27.0％未満 １区 １区

21.0％以上～23.0％未満 ３区 ０区

14.0％以上～21.0％未満 ３区 ０区

（令和元年）→（令和22年）

▼川崎区、幸区、宮前区、麻生区で

高齢化率が21％を超えています。

●令和元（2019）年10月 ●令和22（2040）年（推計）

▼高津区、宮前区、多摩区、麻生区の高齢

化率が１０ポイント以上も上昇し、

高齢化が急速に進む見込みです。
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本市の年齢別の要介護・要支援認定率

※平成28年度高齢者実態調査

3.2%

6.2%

13.9%

29.7%

52.4%
77.6%

0% 20% 40% 60% 80%

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

※令和２年４月１日時点

▼80歳以上になると、要介護・要支援認定を受ける割合が大きく上昇しています。

介護が必要になった場合の高齢者の意向

▼約56％の人が介護が必要になっても「自宅で暮らしたい」と回答しています。

問 あなたは、介護が必要になった場合、どのようにしたいですか（単一回答）。

14.5 41.2 5.5 8.6 5.2
一般高齢者

n=16,600

主に家族の
介護で自宅

主に介護サービス
利用で自宅

少人数の
介護付き
ホーム
（住宅）

特別養護
老人ホーム
等介護施設

入所

介護付き
有料老人
ホーム

病院に
入院
2.2

その他
1.3

わからない
12.9

無回答
8.5

自宅

55.7％

自宅以外

21.5％
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本市の認知症高齢者数の推計
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年齢別認知症の有病率
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年齢別認知症の有病率

認知症施策推進大綱(令和元年6月18日決定）概要

7出典 厚生労働省資料



本市の認知症施策の体系図
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専門職への認知症に関する研修
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認知症疾患医療センター
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認知症疾患医療センターでの取組

「認知症疾患医療センター」において、専門医療相談、鑑別診断とそれに基づく初期対応、身体合併症
や異常行動、暴言、暴力など精神症状の重い方への対応、多職種からなる「認知症疾患医療連携協議会」
の一環として研修会、各種事例検討会を開催し、本市における認知症疾患の保健医療水準の向上を図りま
す。
また、地域の認知症に関する医療提供体制の中核として、認知症サポート医やかかりつけ医等と連携
し、医療体制の強化に努めるとともに、地域包括支援センター等の関係機関との連携により、地域の介
護・医療資源等を有効に活用するためのネットワークづくりを進めます。
なお、近年認知症疾患医療センターにおける相談件数が、全国平均と比較して非常に多い状況にあるこ
とや、地域の医療体制及び連携体制の更なる強化のため、センターの体制強化について検討します。

川崎市認知症疾患医療センター

11

9時30分～16時30分



川崎市認知症コールセンター

12

第４火曜

支援

地域包括支援センター運営協議会
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地域包括支援センター



【配置場所】 各区役所高齢・障害課

【対象者】
40歳以上  在宅 生活    、かつ
認知症が疑われる人又は認知症の人で
以下のいずれかの基準に該当する人

◆ 医療･介護     受     人 
または中断している人で以下のいずれかに
該当する人

（ ）認知症疾患 臨床診断 受     人
（ ）継続的 医療     受     人
（ ）適切 介護保険     結 付     人
（エ）診断されたが介護サービスが中断している人

◆ 医療･介護     受     
認知症 行動 心理症状 顕著   、
対応に苦慮している

医療 介護の専門職
（歯科医師 薬剤師 保健師 看護師 
作業療法士 精神保健福祉士 社会
福祉士、介護福祉士等）

    協力  医師
（認知症サポート医嘱託可）

【認知症初期集中支援チームのメンバー】

複数の専門職が家族の訴え等により
認知症が疑われる人や認知症の人及び
その家族を訪問し、アセスメント、家族
支援等の初期の支援を包括的･集中的
（おおむね６ヶ月） 行  自立生活 
     行 チーム
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認知症訪問支援チーム（認知症初期集中支援チーム）

ⅱ）認知症高齢者施策等の推進
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認知症訪問支援チーム（認知症初期集中支援チーム）
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認知症訪問支援チーム（認知症初期集中支援チーム）
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若年性認知症 方  支援

●全国    若年性認知症者数 3.78万人 と推計
●18~64歳人口    人口10万人当  若年認知症者数 47.6人
●基礎疾患としては、脳血管性認知症39.8％、アルツハイマー病25.4％、
頭部外傷後遺症7.7％ 前頭側頭葉変性症3.7％、アルコール性認知症3.5％、
レビー小体型認知症3.0％の順であった。

認知症高齢者との違い
● 発症年齢 若 
● 男性に多い
● 初発症状が認知症特有でなく、診断しにくい
● 異常       気 付   受診 遅  
● 経済的な問題が大きい
● 主介護者が配偶者に集中する
● 本人や配偶者の親などの介護が重なり、時に
複数介護となる。

● 家庭内での課題が多い
（就労、子供の教育・結婚 等）

＜認知症高齢者の電話相談と比較した際の特徴＞

･ 若年性認知症及 若年認知症疑  方   相談
  男性 多 （H24年度 39.1%）
※認知症高齢者からの相談では男性は 9.1%

･ 本人   相談 多 （H24年度 40.0%）
※認知症高齢者からの相談では本人からは 0.9％

･ 社会資源や就労に関する情報提供や経済的な問題に
関する相談が多い

※ 認知症高齢者 電話相談    割合  
「日本認知症ケア学会誌 2010」を引用
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若年性認知症 特徴 現状



20

認知症サポーター

軽度認知障害（ＭＣＩ）スクリーニング検査
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【実施主体 川崎市あんしんセンター（川崎市社会福祉協議会）】

● 日常的 金銭管理    
 年金 福祉手当 手続  代行
 税金 社会保険料 公共料金 医療費 家賃   支払代行

● 書類等の預かりサービス
 金融機関 貸 金庫   以下 書類 保管
証書 （年金証書 預貯金 通帳 権利証 保険証書）
印鑑 （実印 銀行印）

● 福祉     利用援助
・福祉サービスについての情報の提供
 福祉     利用手続  支払 代行 苦情手続代行
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日常生活自立支援事業

○任意後見制度
本人 契約 締結 必要 判断能力 有    間  将来 判断能力 不十分    場合 備  
 誰        支援             契約   決    制度
○法定後見制度（下表参照）
本人 判断能力 応    後見   保佐   補助  ３  類型    家庭裁判所 審判 申立 
 行  家庭裁判所     援助者   成年後見人 保佐人 補助人  選   制度

後 見 保 佐 補 助
対象者 判断能力 全   判断能力 著  不十分 判断能力 不十分

申立 権者 本人 配偶者 4親等内 親族 検察官 市区町村長  

成年後
見人等
の権限

必ず与
えられる
権限

財産管理     全般的
 代理権 取消権
（日常生活行為 除 ）

特定の事項※1についての
同意権※2、取消権
（日常生活行為 除 ）

――

申立 
により与
えられる
権限

――

●特定事項※1以外の事項に
ついての同意権※2、取消権
（日常生活行為 除 ）
●特定法律行為※3について
 代理権

●特定事項※1の一部につい
ての同意権※2、取消権
（日常生活行為 除 ）
●特定法律行為※3について
 代理権

※1 借入金 訴訟行為 相続 承認 放棄等 事項（民13Ⅰ）
※2 特定 法律行為 行 場合  本人 不利益   場合 同意権限
※3 民13Ⅰ 挙     要同意 行為 限定    23

成年後見制度 仕組 



●被虐待高齢者のうち、要介護認定を受けている者が68.0%であり、
さらにそのうち、認知症 日常生活自立度 Ⅱ以上（見守  援助
が必要）の人が72.7%であった。
●虐待の種別・類型（複数回答）では、身体的虐待 67.1％が最も
多  次  心理的虐待 39.4％、介護等の放棄19.6％、経済的
虐待 17.2％ の順に多い。
●高齢者 権利擁護 介護者（養護者） 支援 向   早期発見 
見守 機能 加  相談 介護支援 中心   一次的 虐待対応
機能、専門的な虐待対応機能など、地域の重層的な仕組みが必要

厚生労働省  令和元年度 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する
支援等 関  法律に基づく対応状況等に関する調査結果」より

薬局店頭で虐待の可能性に気付いたときは、
市区町村・地域包括支援センターに連絡
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高齢者虐待の現状と薬局・薬剤師の役割
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ご清聴ありがとうございました


